
財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　①満期保有目的以外の有価証券

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法を採用している。

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　最終仕入原価法による原価法を採用している。

　（３）固定資産の減価償却の方法

　　　①固定資産（リース資産を除く）

　　　　　定額法によっている。

　　　②リース資産

　　　　　ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（４）引当金の計上基準

　　　①賞与引当金

　　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　②退職給付引当金

　　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると

　　　　　認められる額を計上している。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

　（５）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 20,000,000 0 20,000,000 

20,000,000 0 20,000,000 0 

20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000 

特定資産

277,315,480 20,000,000 17,097,300 280,218,180 

277,315,480 20,000,000 17,097,300 280,218,180 

297,315,480 40,000,000 37,097,300 300,218,180 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味
 財産からの充
 当額)

(うち一般正味
 財産からの充
 当額)

 (うち負債に
  対応する額)

20,000,000 10,000,000)(       10,000,000)(       0)(                    

20,000,000 10,000,000)(       10,000,000)(       0)(                    

特定資産

280,218,180 0)(                    0)(                    280,218,180)(     

280,218,180 0)(                    0)(                    280,218,180)(     

300,218,180 10,000,000)(       10,000,000)(       280,218,180)(     
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

269,031,000 137,894,200 131,136,800 

8,289,714 1,519,742 6,769,972 

4,357,500 4,357,499 1 

2,510,000 2,493,332 16,668 

1,446,196 792,322 653,874 

35,908,665 19,131,680 16,776,985 

2,234,628 547,116 1,687,512 

80,800 0 80,800 

リース資産 12,140,100 12,140,100 0 

投資有価証券 2,700,000 0 2,700,000 

リサイクル預託金 8,930 0 8,930 

338,707,533 178,875,991 159,831,542 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

　すぱーく帯広運営補助 0 6,441,526 6,441,526 0 －

　プロ野球観戦教室 0 433,998 433,998 0 －

　ベルリン交響楽団公演 0 1,500,000 1,500,000 0 －

負担金

　札幌交響楽団公演 北海道新聞社 0 2,600,000 2,600,000 0 －

　札幌交響楽団公演 帯広市 0 2,000,000 2,000,000 0 －

　期間外リンク維持費 北海道文化放送 0 1,570,963 1,570,963 0 －

　おびひろ市民芸術祭 帯広市 0 960,000 960,000 0 －

　わくわく音楽会 帯広市 0 900,000 900,000 0 －

　ベルリン交響楽団公演 帯広市 0 700,000 700,000 0 －

　各種共催事業 十勝毎日新聞社 0 400,000 400,000 0 －

　南太平洋公演 映画演劇文化協会 0 324,000 324,000 0 －

　連絡会議参加費負担 道内スポーツ財団 0 136,000 136,000 0 －

　わくわく音楽会 0 100,000 100,000 0 －

0 18,066,487 18,066,487 0 

６．退職給付関係

　（１）採用している退職給付制度の概要

　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

　（２）退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

 ① 退職給付債務 △ 326,969,210 

 ② 会計基準変更時差異の未処理額 0 

 ③ 退職給付引当金（①＋②） △ 326,969,210 

　（３）退職給付費用に関する事項

（単位：円）

 ① 勤務費用 29,443,820 

 ② 会計基準変更時差異の費用処理額 0 

 ③ 退職給付費用（①＋②） 29,443,820 

　（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　退職給付債務の計算にあたっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。
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７．リース取引関係

　（１）ファイナンス・リース取引

　　　①所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　リース資産の内容

　　　　　　その他固定資産

　　　　　　　収益事業における食品販売用車両（車両運搬具）である。


